
 

 

 

 

平成 23 年紀伊半島大水害時の那智川 

流域における住民の避難行動に関する 

ヒアリング調査について 
 

筒井 和男 1・西岡 恒志 1・ 

 

1和歌山県 土砂災害啓発センター（〒649-5302 和歌山県東牟婁郡那智勝浦町市野々3027-6） 

 

土砂災害に関して，従来避難しない人の心理について研究した事例は多い．近年土砂災害
に関する情報の充実化が進んでいるが，どのような情報が避難行動に影響を与えるかは明ら
かになっていない．平成 23 年紀伊半島大水害時の那智川流域における避難行動に関するヒア
リング調査について分析を行い，被害軽減のための情報提供について提案する． 

情報の受け手の属性や避難行動に関する平面的な分布について検証を行った．避難警戒情
報の入手や認識に性別による差があること，避難の有無や情報の認識に偏在性があることが
分かった．率先避難者による呼びかけや安心できる避難所の確保が有効と考えられる． 

 

キーワード 避難行動，ヒアリング調査，土砂災害，警戒避難情報 

 

 
１．はじめに 

 

 近年，各地で予測困難な集中豪雨による土砂災害

が原因となり，人的被害が多く発生している．土砂

災害による被害の特徴として屋内での被災が多いと

指摘されている 1)．以前より，土砂災害時に避難し

ない理由として，累積的に進む現象に対し心理的な

慣れが生じるとされる 2)．災害調査においてそのよ

うな報告事例 3-6)や，心理学的プロセスによる避難行

動について調べた事例 7)は多い． 

土砂災害による被害軽減のためには，早期の避難

が有効であり，分かりやすい土砂災害情報やリアル

タイムな情報提供に向けた取り組み 8)・9)や，警戒避

難情報の充実化 10)が進められている．一方で，最近

になり，中山間地域での土砂災害時の住民避難率の

分析が整理され始めたところであり 11)，避難状況等

詳細な検証は進められていない．行政機関が提供す

る情報の充実化だけでは，受け手に正確に伝わらな

ければ効果が期待できない．これまで受け手の状況

や属性に応じた情報伝達について調べた事例は少な

い．本研究の目的は，土砂災害における警戒避難情

報に関して，どのような情報が避難行動に影響を与

えるかを明らかにすることである． 

本研究では，まず，土砂災害により多数の人的被

害が発生した 2011 年（平成 23 年）那智川災害の被

災地域で実施された住民や自治体関係者へのヒアリ

ング調査結果 12)および行政機関の情報提供について

検証した．次に，情報の受け手の属性の違いによる

警戒避難情報の確認状況や入手手段の検討を行った．

最後に，土砂災害の危険性は，地震や津波などによ

る災害と異なり，空間的に均質に存在しないことか

ら，住民意識や避難行動の空間的な違いに着目し，

分析を行った．このような情報の受け手の属性や意

識の空間的な偏在性を考慮することは，効果的な避

難計画の立案にも重要である．以上から土砂災害に

よる被害軽減のための情報提供について提案する． 

 

２．調査地と調査方法 

 

(1)調査地の概要 

 紀伊半島にある那智川流域では，平成 23 年 8 月

30 日から 9 月 4 日にかけて台風 12 号による記録的

な豪雨により，大規模な表層崩壊とそれに伴う土石

流や，支川からの土石流の流入による河川氾濫によ

り多くの人的被害が発生した（死者 28 人，行方不明

者 1 人）．那智川流域の位置を図-1 に示す．特に，9

月 4 日の未明には，和歌山県が設置する市野々観測

所において最大時間雨量 123mm，0 時から 4 時に 
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341mm を観測した．時間雨量および積算雨量の時系

列を図-2 に示す． 

 なお，当該地には 9 月 1 日 13 時 50 分に大雨注意

報，9 月 2 日 4 時 15 分に大雨・洪水警報，9 月 2 日

の21時55分に土砂災害警戒情報が発表されている． 

土砂災害発生時の状況把握のため，那智勝浦町役

場防災担当者，消防関係者，地区区長にヒアリング

を実施されており，表-1 に概要を示す．併せて，土

石流により被害の発生した市野々地区および隣接す

る地区の一部において，住民ヒアリング調査されて

いる．表-2 にその概要を示す．ヒアリングが実施で

きた家屋，土砂災害危険区域および人的被害の発生

した区域を,図-3 に示す．なお，災害発生当時は，

土砂災害防止法による土砂災害警戒区域等の指定は

なく，土砂災害危険区域が公表されていた．主な質

問項目は，年齢・性別・居住暦の属性情報，土砂移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 調査方法の概要 

 行政による警戒避難情報の提供状況の検証のため， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

動現象・警戒避難情報の確認の有無，情報収集方法，

避難の有無とその理由，近隣住民間の情報伝達や助

け合い状況，避難ルートの設定や家族の話し合い等

の日頃の備え等である． 

 また，平成 27 年に市野々地区で開催された「自然

災害から命を守る！ワークショップ」（内閣府主催）

や，和歌山県土砂災害啓発センターにおいて，地域

住民からヒアリング（以下，追加ヒアリングとする）

を行っており，これらで得られた意見も含めて考察

を行う． 

 

３．土砂災害状況調査 

 

調査対象地域 市野々地区 

井関地区（一部），那智地区（一部） 

調査機関 平成 24 年 3 月 10～11 日 

調査方法 個別訪問し用紙沿った聞き取り 

不在の場合，郵送回収 

訪問戸数 288 戸 

回答数 220 票(聞取 210 票，郵送回収 10 票) 

調査対象 那智勝浦町役場防災担当者 

消防団長， 

自治会長 

調査機関 平成 24 年 3 月 9,21 日 

調査方法 個別訪問し用紙沿った聞き取り 

図-1 那智川流域の位置図．「地球地図日本 
（国土地理院）」をもとに作成． 

那智川流域 
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図-2 災害時の時間雨量と積算雨量 

図-3 住民ヒアリング調査対象家屋 

表-2 住民ヒアリング調査概要 

表-1 土砂災害状況調査概要 
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防災担当者等のヒアリングにより取りまとめた，

多数の土砂災害が発生した 9 月 3 日から 9 月 4 日の

事象の時系列を表-3に示す．住民ヒアリング調査を

実施した市野々地区おいて，この地区を対象とした

避難勧告・避難指示は発令されていないものの，9

月 3 日の 22 時 30 分には市野々小学校が避難所とし

て開設している．市野々小学校の 1 階には土砂や流

木が流れ込んだが，事前に２階以上に移動していた

ため，大きな被害は免れた．最も大規模な土石流が 

発生した金山谷川では，土石流発生時刻が 9 月 4 日 

 

  

 

 

 

3 時頃と判明した．那智勝浦町役場からは，大雨・

洪水警報の発表や，那智川における水位状況等の情

報提供が防災行政無線により行われていた．また，

消防団や地元地区による警戒や避難誘導の呼びかけ

が行われていた．  

 

４．住民ヒアリング調査 

 

 調査対象 288 戸に対し，220 戸でヒアリングが行

われている． 

まず，住民ヒアリング調査の信頼性を評価する．

有限集団における必要標本数は，一般的に 

n ≥ �
����

� 	
�
�(�
�)��

           (1) 

で評価される．ここで n：必要標本数，N：母集団の

大きさ，e：最大誤差，z：信頼率に対する正規分布

数，p：予想される母集団の比率． 

これに母集団の大きさを 288，また最も安全側と

なる母集団の比率を0.5として式(1)に代入すると必 

 

 

 

日時 事象 
9/3 16:10 那智川下流の川関観測所の水位が3.14m 

（氾濫注意水位 2.60m） 
9/3 20:30 井関保育所避難所開設 
9/3 22:00頃 那智川本川水位上昇，転石が流れる音 
9/3 22:30 市野々小学校避難所開設 
9/4 1:00頃 那智川本川での堤防決壊により浸水が発生 

井関保育所避難者が市野々小学校に移動 
9/4 2:30 支川（金山谷川を除く）で土石流発生 

市野々小学校の１階が浸水 
9/4 3:05 金山谷川で土石流発生 

20分程土石流の流れる音が聞こえる 

項目 件数 比率 

属性 性別 男性 99 45.0% 

  女性 121 55.0% 

 年齢 60 代未満 87 39.5% 

  60 代以上 133 60.5% 

 居住年数 10 年以下 61 27.7% 

  11 年以上 159 72.3% 

土砂移動 認識 確認した 184 83.6% 

  確認していない 19 8.6% 

  不在その他 17 9.8% 

警戒避難 大雨・洪水警報 知っていた 106 48.2% 

  知らない，その他 104 51.8% 

 土砂警戒情報 知っていた 19 8.6% 

  知らない，その他 201 91.4% 

避難行動 避難した 80 36.4% 

 避難しようとしたができなかった 66 30.0% 

 避難しようとしなかった 53 24.1% 

避難先 避難所  4 5.0% 

※有効回答中 家族・知人宅  29 36.3% 

自宅の２階  21 26.3% 

日頃の備え 災害履歴の把握 土砂災害 27 12.3% 

  洪水 69 31.3% 

表-3 平成 23 年 9月 3日～4日の時系列 

表-4 住民ヒアリング調査結果の概要 
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要標本数は 164.85 となる．したがって，ヒアリング

調査数 220 は信頼性が得られたと判断できる． 

 住民ヒアリング調査結果の概要を表-4に示す．対

象地には，災害発生の 2 日前に大雨・洪水警報，土

砂災害警戒情報が発表されていた．それぞれの認知

度は，48.2%および 8.6%に止まった．避難行動につ

いては，66.4%が避難を試みたが，そのうち半数は

実際に避難できなかった．逃げ遅れが多く発生した

ことを示している．一方，24.1%の人が避難しなか

ったが，その理由として，「自宅の方が安全」や「危

険を感じなかった」と答える意見が多数を占めた． 

 

(1) クロス集計による分析 

属性別のクロス集計の結果を以下に示す． 

大雨・洪水警報の認識について，男性は 61.6%が

「知っていた」と答え，一方，女性では 37.2%であ

った（図-4）．これはχ二乗検定により，有意な差が

確認できた（有意水準 5%）． 

また，情報収集の手段（複数回答）について，「目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

視」による情報収集を答えた人が，どちらも最も多

かったが，男性は 69.4%，女性は 47.9%となり，男

性は，直接状況を確認する傾向があることが分かっ

た．一方で，「何もしなかった」という回答が，男性

の 9.7%に対し，女性は 20.5%と高かった（図-5）． 

地区内での情報収集源について，回答のあった 67

人（男性 27 人・女性 40 人）の結果を図-6 に示す．

男性では「隣人」の割合が 66.7%と高い傾向にあっ

た．しかし，避難した人の判断理由を整理すると女

性に「近所の人から危ないと電話があった」，「周り

の家と相談した結果」，「娘が呼びに来たから」，「消

防団の指示」等の直接のコミュニケーションを挙げ

る回答が多かった．男性は浸水状況から自ら判断し

ていることを示す回答が多かった．近年，女性は周

囲との協調性が高く，男性は論理性があるといった

性別による思考パターンの違いが明らかとなってお

り，これを踏まえた行動様式への配慮が必要とされ

ている 13)・14)．土砂災害に関する情報伝達においても，

行政機関はこの点に配慮した情報伝達が必要である． 

また，洪水避難時における世帯の行動特性として，

世帯員で役割分担があると指摘されている 15)が，ク

ロス集計による結果から，避難行動において性別に

より行動パターンが異なる傾向が示唆されている．

追加ヒアリングでは，男性が屋外等で情報収集し，

女性が避難準備を進めていたとの意見もあった．  

以上から，女性に対しては，近隣地区において率

先避難者を設定し，直接的な呼びかけや地区外に住

む家族からの直接の情報伝達，男性に対しては切迫

性の伝わる情報提供が早期の避難に有効と考えられ

る．  

 

(2) 空間分布の分析 

土砂災害の危険性の偏在を踏まえ，住民の意識や 

22.2%

44.6%

16.2%

18.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性

女性

知っていた 知らない 不明

0% 20% 40% 60% 80% 100%

何もしなかった

友人・知人

家族・親戚

役所・自治会

インターネット

ラジオ

テレビ

目視確認

女性

男性

図-4 性別による大雨洪水警報の認識 

図-5 性別による情報収集の手段（複数回答） 

11.1%

5.0%

66.7%

50.0%

10.0%

18.5%

25.0%

3.7%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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女性

自治会 隣人 友人・知人 家族・親戚 その他

図-6 性別による地区内での情報収集先 
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災害発生時の避難行動に関して平面的な空間分布に

ついて分析する． 

 まず，住民の居住年数は，11 年以上の人が 72.3%

を占めることが判明している（表-4）が，空間分布

を図-7に示す．新規に宅地開発された区域には居住

年数が少ない人が集中している．これにより，地域

での土砂災害への知識に偏在が生じ，避難行動に影

響がある可能性がある．ただ，この宅地開発区域に

近年引っ越した住民に対する追加ヒアリングでは，

入居にあたり，土砂災害危険箇所の情報収集を町役

場にて行ったとの回答がった．生まれ育った場所で

長く生活している人に比べて，新規で居住している

人の方が，行政が提供する地域の防災に関する情報

への関心が高い可能性がある． 

 次に，「土のにおい」や「木が倒れるような大きな

音」，「石のぶつかり合う音」等の前兆現象を確認し

たとの意見があった．前兆現象の確認状況を図-8 に

示す．土石流が発生した鳴子谷川の下流部で「土の

におい」を確認した回答が多かった．また，これら

の現象は，土石流が発生した直前の 9 月 4 日の１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時から 2 時にかけて確認されていた．土石流発生直

前の現象のため，追加ヒアリングにおいて，これら

による早期避難は確認できなかった． 

 避難行動について，平面分布を図-9に示す．上に

示したとおり，全体の 30.0%の人が「避難したかっ

たが避難できなかった」と回答したが，一部区域に

集中していることが分かる（図中 a の区域）．この区

域は，災害当時に公表されていた土砂災害危険区域

（急傾斜地）にあたり，土砂災害が想定されていた

区域で，逃げ遅れが発生していた．その理由として

「避難できる状況でも川に近い小学校には行かな

い」，「道路が冠水して移動できなかった」と答えて

いる．土砂災害危険区域の公表が避難行動に有効に

働いていなかった． 

また，ヒアリングで確認できた避難行動の開始時

刻の分布を図-10に示す．土砂災害が発生した 9 月 4

日の未明に集中しており，危険が切迫した状況で避

難を開始したことが分かる．避難途中に被災した人

もあり，避難所への移動についても早期の避難でな

ければ危険をともなう．ただ，少数ながら，9 月 3

図-7 居住年数の分布 

図-9 避難行動の分布 

図-8 前兆現象の確認状況の分布 

図-10 避難開始時刻の分布 

新規宅地造成区域 

a 
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日以前の早期に避難している人もあり，河川に隣接

もしくは谷部に住んでいる人であった．追加ヒアリ

ングでは，「地区外の家族からの早期避難が求め」や

「以前から台風接近が予想される際は避難する」心

掛けを挙げている．避難先として「地区が提携する

宿泊施設」，「所有する地区外の別宅」があることが

早期避難を誘導していることが分かった．安全かつ

安心できる環境があれば，早期に避難が行われる．

地区外に安価に泊まれる宿泊施設との提携が有効で

あることを示している． 

  

５．おわりに 
 

 本研究では，平成 23 年に土砂災害により，多数の

人的被害が発生した那智川流域におけるヒアリング

調査結果の分析，追加ヒアリングを実施し，警戒避

難に関する情報提供について整理した．また，住民

の属性や防災意識の空間分布に着目し，性別による

情報収集手法及び前兆現象の確認，避難行動の有無，

避難開始時刻の空間分布の特徴を分析した．次の点

が明らかとなった． 

1)性別により，警戒避難情報の認識に差があるこ

とが分かった．また情報収集においても，手法

や地域内でのコミュニケーションおいても，男

女間で異なる傾向があった．行政機関はこの点

に配慮した情報伝達を行う必要がある． 

2)住民の避難行動には，空間的な偏在性があり，

一部区域に「逃げ遅れ」が集中していたことが

分かった．その理由は，油断による警戒意識の

欠如と避難所の方が危険と考えたことであった． 

3)住民への追加ヒアリングの結果，台風が来る前

での地区外の安全な避難場所の提供が早期避難

に有効であることが分かった． 
 

今後の課題として，切迫性の伝わる情報提供等，

有効な情報提供の検討を進めたい． 
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